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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，学生一人ひとりの英語力と学習行動特性を把握し，適切な問題項目を自動
的に選択して提供する，英語教育のための適応型学習支援システムを開発し実践に応用することである。本研究の目的
を達成するために，以下３つの研究を行った。(1) プレイスメント・テストの開発，(2) e-Learningシステムの構築，
(3) 適応型学習支援システムの開発　本研究の結果，２年間の必修外国語を一貫して支援するシステムと，学生の基礎
英語力を日常的に支援するシステムの開発に成功し，教育現場の改善に寄与することができた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to develop a computer-adaptive language learning 
system (CALLs). The features of the system are to automatically evaluate students’ English ability and 
provide them with an appropriate level of English grammar and vocabulary multiple-choice test items. In 
addition, it displays hints according to students’ responses and directs them to the correct answer and 
resources for further learning. To achieve this, three major projects were conducted; (a) the development 
of a placement test, (b) the development of an e-learning system, and (c) the development and application 
of a CALLs. Our findings confirmed that the developed systems not only resulted in a substantial solution 
to identified problems at the university, but also presented the possibility of making contributions to 
the Japanese universities that share similar problems.

研究分野：情報学フロンティア（学習支援システム），言語学（外国語教育）
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１．研究開始当初の背景 
	
 大学英語教育を取り巻く環境は，急速に変
化している。文部科学省は，2012 年 6 月，２
つの大きな柱と８つの基本項目からなる「大
学改革実行プラン」を発表した。大学英語教
育については，（1）入試における各種標準テ
ストの活用，（2）卒業時の外国語力スタン
ダード（TOEFL	
 iBT80 点，TOEIC	
 Test 換算 550
点）の設定，そして，（3）目標実現に向けた
大学英語教育改革を定めた。	
 
	
 しかし，大学英語教育の現状は目標からは
程遠い。2011 年，大学生の TOEIC	
 Test の平
均スコアは 445 点であった。これは最低限の
日常会話ができる程度の英語力である。大学
生の英語力も多様化した。昨今の入試制度の
柔軟化は，その要因の１つだ。英語を受験科
目として選択せず入学する学生も多い。学力
別クラス編成や少人数クラスの設置など，多
様化する学生の英語力への対応に大学は苦
心している。この状況は，各大学が少子化を
背景に入試制度をさらに柔軟化させること
によって，今後ますます深刻化するであろう。
大学生の英語力の底上げを図り，英語力の多
様化に対応することは，大学英語教育の極め
て重要な課題といえる。	
 
	
 
２．研究の目的	
 
	
 本研究の目的は，学生一人ひとりの英語力
と学習行動特性を把握し，適切な問題項目を
自動的に選択して提供する，英語教育のため
の適応型学習支援システムを開発し実践に
応用することである。	
 
	
 大学には多様な英語力を持つ学生が在籍
するようになった。各大学は，学力別や少人
数クラスの設置などの対応を行っているが
十分ではない。そこで本研究では，英語教育
のための適応型学習支援システムを開発し
実践への応用を目指す。本システムの成果は，
学生一人ひとりの学習を支援するだけでは
なく，大学英語教育のカリキュラムや授業内
容の改善など，多岐に渡って貢献する見込み
が十分にあるといえる。	
 
	
 
３．研究の方法	
 
	
 本研究の目的を達成するために，以下３つ
の研究を行った。	
 
(1) プレイスメント・テストの開発	
 
(2) e-Learning システムの構築	
 
(3) 適応型学習支援システムの開発	
 
	
 
	
 上記(1)のプレイスメント・テストの開発
は，2004 年から 2012 年までの入試過去問題
を電子化し，約 1,000 問のアイテムバンクを
構築することから始めた。さらに，構築され
たアイテムバンクの語彙・文法セクションの
問題から４択問題を正答率順に並べ替え，正
答率 10%刻みで 100 問を抜粋し，プレイスメ
ント・テストのベータ版とした。	
 
	
 2013 年 11 月にはベータ版のプレイスメン
ト・テストを使って，全学の学生（N	
 =	
 1,489）

を対象にテストを行った。テスト結果の分析
は，受験者の延べ人数（N	
 =	
 1,489 名）から，
複数科目を受講する学生と再履修の学生の
スコアを除いて行った（n	
 =	
 945，M	
 =	
 41.19，
SD	
 =	
 9.31，図１）。	
 
	
 

	
 問題項目は，ラッシュモデルを使って分析
した。分析の結果，受験者能力値の平均は
-0.47，標準偏差は 0.54，受験者能力値の信
頼性は.78 であった。項目難度の平均は 0，
標準偏差は 1.32，項目難度推定値の信頼性
は.97 であった。図２は，能力値と項目難度
を対応させたものである。図の左の記号（#）
は学生の能力値の分布を示し，図の右の番号
は問題番号を示している。図の上に行くほど
能力値と項目難度が高くなり，下に行くほど
能力値と項目難度が低くなる。図２より，能
力値との対応において，項目難度の低い問題
群と高い問題群とで，フィットがあまり良く
ないことが分かる。難易度の低い問題には再
検討を加える必要があるものの，難易度の高
い問題に関しては，２年間の必修英語の受講
をとおして確実に身に付けて欲しい語彙と
文法項目なので，純粋な意味でのミスフィッ
トとは言い難い。全体として極端なミス
フィットは確認されなかったことから，ベー
タ版の 100 問を採用し，プレイスメント・テ
スト ver.	
 1.0 とした。	
 
	
 次に，プレイスメント・テストの結果から
習熟度別に学生を上級・中級・基礎の３段階
にクラス分けする手法の開発に着手した。ク
ラス分けの手法には，ナイーブベイズ分類を
利用した。ナイーブベイズ分類とは確率モデ
ルに基づきデータを分類する手法である。身
近なところでは迷惑メールの分類などに利
用されている。ナイーブベイズ分類を利用す
ることで，素点ではなく回答の正誤パターン
からクラス分けレベル判定をすることがで
きる。ナイーブベイズ分類を利用することの
最大のメリットは，期待値や経験値を活かし
ながら事前確率をあらかじめ確率モデルの

図１：ベータ版の結果	
 



中に組み込むことができることである。また，
この事前確率は，確率モデルを繰り返し利用
することで，より現実のデータに適合したも
のに更新することができる。これは研究と実
践を統合し，教育を連続的且つ継続的に改善
していくために有用である。	
 
	
 2014 年 4 月には，ナイーブベイズ分類のシ
ステムを実装したシステムと開発したプレ
イスメント・テストを使って，入学者の内，
英語専修の学生 653 名を対象に，クラス別レ
ベル判定の実践を行った（M	
 =	
 37.31，SD	
 =	
 
11.45）。ラッシュモデルによる分析の結果，
受験者能力値の平均は-0.62，標準偏差は
0.60，受験者能力値の信頼性は.84 であった。
項目難度の平均は 0，標準偏差は 0.90，項目
難度推定値の信頼性は.99 であった。図３は，
能力値と項目難度を対応させたものである。
図３より，難易度の低い問題のフィットが改
善されていることが分かる。	
 
	
 上記(2)の e-Learning システムの構築は，
電子化した入試過去問題を再利用して行っ
た。作業は，電子化した入試過去問題約 1,000
問を正答率順に並べ替え，20 問ずつを１セッ
トに分割し，合計 48 セットの問題群を作成
して行った。さらに，48 セットの問題群を
12 セットずつに４分割し，セット１からセッ
ト12までを「基礎問題」（正答率99.1%–66.4%），
セット 13 からセット 24 までを「標準問題」
（正答率 66.4%–52.7%），セット 25 からセッ
ト36までを「応用問題」（正答率52.6%–39.5%），
セット 37 からセット 48 までを「発展問題」
（正答率 39.5%–3.2%）とした。そして，１年
生前期の英語Ⅰでは「基礎問題」に，１年生
後期の英語Ⅱでは「標準問題」に，２年生前
期の英語Ⅲでは「応用問題」に，そして，２

年生後期の配当科目の英語Ⅳでは「発展問
題」に必修英語科目の授業時間を使って取り
組むことにした。授業内で問題に取り組む時
間は 20 分から 30 分とし，翌週には前週分の
問題の小テストを行う授業サイクルをガイ
ドラインとして定めた。	
 
	
 問題項目は，すべて英語科が運用する学習
管理システム（Moodle）に配置した。図４は，
学習管理システム上に配置された基礎問題
の様子である。	
 
	
 上記(3)の適応型学習支援システムの開発
は，プレイスメント・トテストを再利用する
ことで行った。学生一人ひとりの英語力に合
わせて適切な問題項目を自動的に選択する
適応型学習支援システムを開発し，実践に応
用するために，以下の作業を行った。	
 
	
 
①	
 回答パターンの分析	
 
②	
 ヒントとアルゴリズムの開発	
 
③	
 適応型学習支援システムの開発と実践	
 
	
 
	
 上記①では，習熟度の高い学生２名を対象
に定量的・定性的調査を行った。１名の学生
A は，TOEIC	
 Test で 825 点を獲得し，１年間
の留学経験がある。もう１名の学生 B は，
TOEIC	
 Test で 645 点を獲得し，６ヶ月の留学
経験がある。２名の学生には，100 問（４択）
のプレイスメント・テストを発話しながら受
験してもらった。これは，回答プロセスにお
いて，どのようなことを考えながら回答して
いるのかを把握するためである。分析の結果，
広義に２つの回答プロセスがあることが分
かった。１つは，空欄からなる問題文全体を
一読し，期待される文意を考えるプロセスで
ある（Type	
 １）。もう１つは，選択肢から回

図３：改善された問題項目の分析結果 図２：問題項目の分析結果 



答を選び空欄補充を行い，文意を再度確認す
るプロセスである（Type	
 ２）。	
 
	
 回答時間は設問毎に計測した。結果，２名
の回答傾向には相関と相違があることが分
かった。100 問の４択問題を，問題の種類毎
に８つのカテゴリーに分類し，各カテゴリー
で要した時間を比較した結果，両者には強い
相関が認められた（r	
 =.96,	
 p	
 =	
 .0027,	
 95%CI	
 
=	
 0.928,0.999）。また，学生 A が回答に要し
た各カテゴリーの平均時間は 8.99 秒である
のに対して，学生 B は 15.87 秒と２倍近い時
間を要していた。この結果から，いかに学生
A が，早く，そしてほぼ自動的に Type	
 １と
Type	
 ２のプロセスを処理していたのかを伺
うことができる。	
 
	
 加えて，学生 B も，回答開始時には分から
なかった設問も，適切なヒントを段階的に与
えることによって，正答を選択できることが
分かった。このことから，適応型学習支援シ
ステムに，設問を提示するだけではなく，回
答に必要なヒントを段階的に提示し，学習者
を正答に導く機能を実装することにした。	
 
	
 上記②では，習熟度の異なる 14 名の学生
を対象に，同じく 100 問からなる４択のプレ
イスメント・テストを受験してもらい，その
内 25 問に関して回答中の発話データを収集
した。受験者の誤答パターンから文法と語彙
の習熟度の低さから誤答となるケースが多
くあることが分かった。特に，語彙の貢献度
は大きく，設問および選択肢の語彙が理解で
きない場合，多くの場合で誤答となっていた。
受験者の発話データを詳細に分析し，図５の
３段階からなる設問とヒントの提示アルゴ
リズムを開発した。	
 
	
 第１段階では，ヒントなしの設問が提示さ
れる。受験者が設問に正答した場合，受験者
の能力を推定し，能力に合った新しい適切な
問題をシステムが提示する。受験者が設問に

誤答した場合，第２段階に進み，第１ヒント
が提示される。第１ヒントは，設問と選択肢
の重要語彙の日本語の意味を含む。第１ヒン
トを参考に受験者が正答した場合，受験者の
能力を推定し，能力に合った新しい適切な問
題をシステムが提示する。受験者が設問に誤
答した場合，第３段階に進み，第２ヒントが
提示される。第２ヒントは，空欄部分の日本
語訳と回答に必要な文法情報を含む。第２ヒ
ントを参考に受験者が正答した場合，受験者
の能力を推定し，能力に合った新しい適切な
問題をシステムが提示する。受験者が設問に
誤答した場合，最終段階に進み，正答と設問
の日本語訳が提示される。図６は，第１段階
から最終段階までのシステムの画面を示し
たものである。	
 
	
 受験者の能力を推定するためには，項目反
応モデルの１つである多段階反応モデルを
使った。これは項目反応モデルの中でも４択
問題など多値データを取り扱うことができ
るモデルである。また，問題項目を選択する
ためにはフィッシャー情報量を利用した。	
 
	
 上記③では，開発した適合型学習支援シス
テムを実践に活用した。実践には 37 名の学
生が参加した。問題項目は，ヒント付きプレ
イスメント・テストを利用した。テストの終
了条件は 25 問に設置した。これはシステム
の目的が，学生の能力測定することではなく，
学生に繰り返しの利用を促進し，日常的な英
語学習に役立ててもらうためである。また，
必修外国語では，すべてのクラスで開発した
e-Learningの共通教材を20分から30分間利

図４：e-Learning システムの教材一例	
 

図５：設問とヒント提示のアルゴリズム 
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用することを義務づけており，25 問の終了条
件は，指定された時間内で終えることができ
る適切な設問数である。	
 
	
 図７は，学生全体の推定能力値の平均値で
ある。終了条件である 25 問目の推定能力値
の平均は，θ=0.82 であった。図７から，学
生の能力が安定して推定され，また収束に向
かっていることが分かる。	
 
	
 図８は，習熟度別に推定された学生の能力
値の推移と利用されたヒントの段階を示し
ている。終了条件である 25 問目に推定され
た学生の能力値は，上からθ=2.68，θ=1.43，
θ=-0.96 である。橙色は，第１段階（ヒント
なし）での正答を示している。黄色は，第２
段階（第１ヒントあり）での正答を示してい
る。ブルーは，第３段階（第２ヒントあり）
での正答を示している。白色は，ヒントを利
用しても正答することができなかった最終
段階（正答提示）を示している。図８から，
学生の能力に応じて適切な設問とヒントが
提示されていることが分かる。また，ヒント
が回答に利用され，受験者を正答に導いてい
ることも分かる。	
 
	
 
４．研究成果	
 
	
 (1)のプレイスメント・テストの開発に
よって，学生の英語力に見合ったテストを開
発することができた。また，学生の英語力を

独自に測定することができる学内基準を持
つことによって，すべての実践の効果を同じ
基準で検証できる波及効果をもたらした。ま
た，プレイスメント・テストを開発し，クラ
ス分けの方法を自動化することによって，大
幅な人的コストおよび予算の削減を実現し
た。	
 
	
 (2)の e-Learning システムの構築によって，
２年間を一貫した英語教育フレームを全学
規模で構築することができた。授業をとおし
て基礎英語力を養成し，定点的且つ経年的に
基礎英語力を客観的な指標で測定できるよ
うになった。これは，学生だけではなく，カ
リキュラムや授業設計を担う教員にとって
も大きなメリットとなった。	
 
	
 (3)の適応型学習支援システムの開発に
よって，学生の英語力を学内の基準に則して
客観的指標で教員が把握することができる
ようになった。また，学生にとっても大きな
メリットがあった。上記(2)の e-Learning シ

図６：システム・インターフェース 
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図８：習熟度別推定能力値の推移 



ステムを利用しては，全員に同一の設問と解
説しか与えることができなかった。しかし，
適応型学習支援システムを利用することに
よって，自らの英語力にあった設問に回答で
きるようになった。結果，習熟度の高い学生
は，より難しい問題を，習熟度の低い学生は，
より優しい問題にヒントを参考にしながら
深め取り組めるようになった。授業にもゆと
りが生まれ，より細やかな指導をすることが
できるようになった。	
 
	
 一方で，２年間の取り組みで課題も明らか
になった。今回の研究では，適合型学習支援
システムの基本的な枠組みとシステムの開
発を行った。まずは基礎的な枠組みを構築す
るために，設問は語彙・文法だけで構成され
ている。語彙・文法の設問だけでは，入学後
の英語力向上に十分な波及効果を期待する
ことは難しい。語彙・文法力を養成しながら，
授業と連動し，総合的な英語力を高めていく
ための継続的な研究が必要とされている。未
だ課題を多く残されているが，本研究が構築
した適応型学習支援システムのフレーム
ワークは，同様の課題を抱える他大学でも有
効性を発揮できると考えている。	
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